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表現規制としての標識法とその憲法的統制 

 

 

本論文は、標識法による商標の規制と、憲法による表現の自由の保障との関係を論じることを

目的とする。 

論文は主として 3つの部分に分かれている。 

まず、問題の背景事情が指摘されている。経済社会における商標が果たす機能が、法制度が当

初予定していた出所表示機能を超えて、それ自体が財産的な価値を帯有するようになり、それに

応じて商標法の保護対象も拡大する一方、アプロプリエーション・アートやインターネットにお

ける利用など私人による商標の利用も多様化しているために、標識法による規制が表現の自由と

緊張関係に立つ場面が増えたという。 

次に、米国法からは以下の 5点の示唆を得ている。 

第一に、商標権の権利行使という一見すると私人対私人の問題において憲法の表現の自由の保

障の問題となるのかということが議論されており、権利行使に国家機関が関わることを根拠とし

て憲法の適用を導くステイト・アクションの法理により、その問題が克服されている。 

第二に、そのうえで適用されるべき違憲審査基準に関しては、営利的言論にはセントラル・ハ

ドソン・テストという緩やかな違憲審査基準が妥当するという判例法理が存在するものの異論が

ないわけではなく、また特に標識法に関しては、営利的言論と非営利的言論が分かちがたく結び

ついている場合には、より厳しい違憲審査基準に服すべきであるとされている。 

第三に、標識法が内容規制か内容中立規制かということに関しては争いがあるが、近時は、商

標としての利用に他で代替しえない意義があることを理由に内容規制であって厳格違憲審査基準

が適用されるという見解も有力である。 

第四に、商標による規制の特殊性として、混同規制に関しては、財産権の保護というよりは、

需要者の混同の防止という公共的利益の実現を目的とする規制であるという位置づけがなされ、

そのうえで稀釈化規制に対しては違憲の疑いが指摘されている。 

第五に、混同規制に関しては、混同の要件のところで諸要素を考慮するマルチ・ファクター・

テストの下、ロジャース・テストで憲法的な価値との衡量が行われたり、強い混同基準で調整が

図られている。また、稀釈化規制などが非営利的な言論の規制に至る場合には、厳格な違憲審査

基準を用いることが推奨されている。 

最後に、日本法の解釈論に関しては、内容規制に関する米国の議論を参照しつつ、商標権の実

態が政府による行為規制であるという観点から、憲法の適用が肯定されている。そのうえで、非

営利的言論に関する米国の議論を参考にしつつ、以下のような段差をつけた解釈論を展開する（な

お事前規制に関しては、いずれにせよ一般的に許されないとの指摘もなされている）。 
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第一に、不正競争防止法 2条 1項 1号は需要者の混同抑止を目的とするものとしてやむにやま

れぬ利益を実現するとみてよいが、使用許諾関係があるとの広義の混同、購買前の混同は、表現

の自由を制約する正当化理由を持たない。 

第二に、商標法も同一の目的に資するものであるが、保護の範囲に混同が要件とされていない

分、非営利的言論に用いることは許されない。 

第三に、不正競争防止法 2条 1項 2号 の稀釈化規制は、混同の抑止を目的としない分、正当化

要素が後退し、やはり非営利的言論に用いることは許されない。 

第四に、その他、ドメイン名規制、商標登録規制等に関しても具体的な議論が展開されている。 

  以上、本論文は、冒頭の分析に関しては、商標の現実の機能と法制度の齟齬というより大きな

問題意識が、本論文執筆の背後にあることをうかがわせる。また、米国法に関しては、特に憲法

論との関係はこれまでにも邦語文献で紹介がされてきたが、標識法に焦点を当てつつ包括的な叙

述がなされることは珍しく、また、抽象的な違憲審査基準に止まらず、各種の具体的な事件にお

ける適用についてはこれまで断片的な紹介がなされるに止まっており、本論文の資料的な価値は

高い。日本法の解釈論に関しても、各法の目的に鑑みた段差を付けた新たな解釈論が相応に説得

的な論拠をもって提言されており、本論文の大きな貢献といえる。 

他方、本論文には、米国法からステイト・アクションの法理の適用、内容規制としての性格、

非営利的な言論の規制となる場合の厳格な審査基準など、抽象的な方向性のところは導入するこ

とを試みながらも、具体的な解釈論では、米国におけるロジャース・テストや強い混同基準は用

いることなく、より定型的な処理を試みており、なにゆえ前者のみを参酌し、より後者の具体論

を避けたのかの説明に乏しいという限界がある。しかし、この点は日米の標識法規制における混

同の判断に対するアプローチの相違という大きな論点に関わっており、ひとまず博士論文として

はいままでのところで区切りをつけるというのも一つの判断といえる。 

以上の検討をもって、審査委員全員一致をもって博士号取得に値すると判断した。 

 


